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株主・投資家の皆様にはますます、ご清栄のこととお慶び申し上げ

ます。ここに当社2002年3月期の営業の概況と決算につきましてご

報告申し上げます。

情報サービス産業界は、先行きに不透明感が出始め、これまで堅

調に推移してきた民間企業の情報化関連投資への影響も懸念される

状況とはなっておりますが、概ね年間を通じて順調な伸びを示しま

した。

このような中、CRCグループは技術革新が著しいインターネットを

はじめとしたネットワーク関連技術を駆使することにより、顧客起点

のソリューションの提供を経営の基本方針とし、データセンター事業

を中核に、お客様のe-ビジネスから基幹系システムの運用まで、一貫

したビジネスの展開を図る一方、ソフトウェア開発においては戦略的

な先行投資や有力パートナーとのアライアンスを積極的に推進し、

事業の強化、拡大を図ってまいりました。

その結果、2002年3月期は増収増益を達成することができ、年間

配当金も１株あたり20円（うち中間配当5円）とさせていただきました。

昨年8月には社名を変更し、業務の実態と社名を一致させ、マーケ

ットニーズに応じたビジネス展開ができるように株式会社CRCソリ

ューションズといたしました。また、コーポレートガバナンスの強化

を図るため、取締役会の改革を行い、さらに執行役員制度を導入し、

経営環境の変化に即応できる経営体制を整えました。同時に株式の

１単元を1,000株から100株に変更いたしました。今後ともIRやコ
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■データセンター＆ネットワークサービス　
データセンター事業分野では、ブロードバンド完全対応の大手町イン

ターネットデータセンター（OiDC）とセキュリティを最重視した横浜・神

戸を加えた３データセンターを一体的に運用し、顧客のアウトソーシン

グニーズに十分対応できる体制を整備しました。大手町iDCは国内外９

社のキャリアの引き込みが完了し、ブロードバンド時代における顧客の

e-ビジネス展開を強力にサポートする体制を完備しています。また、高

付加価値のMSP（Management Service Provider）サービスに注力

し、国内最大手ISP、米国最大キャリア系ISPに加え伊藤忠グループと

のアライアンスを強化しました。加えてマーケティング専任セクション

を新設し、営業力強化とサービスメニューの拡充により、顧客拡大を積

極的に推進しました。

ｅ-ビジネス関連では当社独自のISP/ASPサービス「ＢＸＮ」

“Business eXchange Network”を展開、セキュリティビジネスでは

Argus社の「TrustedOS/PitBull」をソリューションの核としたサービ

スを開始しました。

株主・投資家の皆様へ
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■ 売上高 ■ 営業利益・経常利益 ■ 当期純利益・1株当たり当期純利益 ■ 事業別構成比

■ 情報処理サービス■ ソフトウェア開発
■ システム販売 ■ 科学・工学系情報サービス
■ その他

■ 当期純利益　■ 1株当たり当期純利益■ 営業利益　■ 経常利益

（百万円） （百万円）（百万円） （円） （％）

ーポレートガバナンスの強化等に努め、企業経営の透明性を図り、株

主重視の経営を推進してまいります。

当社の中長期経営基本戦略は、「高度な情報サービス提供により

CS向上を図るとともに、コアコンピタンス確立により高成長実現を

目指し、企業価値向上を図る」ことと定めております。今後ともこの

経営基本戦略に基づき、積極的事業展開を図ってまいります。この中、

2003年3月期はさらなる飛躍に向けた基盤固めの年と位置づけ、

データセンター事業の早期収入基盤確立、戦略的提携事業の早期軌

道化、科学・工学系情報サービスでは、選択と集中による効率経営に

注力し事業を推進してまいります。あわせて、ソフトウェア開発の高

品質化とコスト競争力の強化を図るため、人材育成を含めた各種施

策をグループを挙げて推進してまい

ります。

今後もさらに、顧客起点のソリュ

ーションの提供を通じて最大限の

CS向上を図るため、CRCグループ

の総力をあげて一層邁進する所存で

ございます。株主・投資家の皆様にお

かれては、引き続きご支援、ご鞭撻

を賜りますようお願い申し上げます。

2002年6月

■ ソフトウェア開発
ソフトウェア開発では、流通・リーテイル・金融の各分野およびネットワ

ーク関連のシステム構築に主力をおき、特に総合商社、大手食料品卸会

社、コンビニエンスストア等顧客企業の大型基幹システム再構築が順調

に増加しました。ERPシステムでは、SAPジャパン社のパートナーとして、

当社のノウハウを生かしたシステム構築関連ビジネスを展開しました。

また、事業規模拡大と競争力強化のため、アサヒビール株式会社の情報

システム子会社「アサヒビジネスソリューションズ株式会社」の株式

49%、石川島播磨重工株式会社の子会社「株式会社アイ・エイチ・アイ

システムズ株式会社」の株式の30％を取得して戦略的業務提携を行い

ました。

■ 科学・工学系ソリューションサービス
科学・工学系分野では気象関連業務、臨床開発分野のCRO

（Contract Research Organization/開発業務受託機関）業務、ゲノ

ム創薬開発のためのバイオインフォマティクスセンター運営など新たに

成長が見込める分野に注力し、高収益体質への転換を図りました。

取締役社長
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決算のご報告（連結）

●事業の状況

■ 事業概要
CRCは国内のアウトソーシング事業の先駆者として、1980年代のオ

ンラインPOSシステムの全国ネット展開を始め、1988年には横浜コンピ
ュータセンターの開設など豊富な運用実績と深いノウハウを有していま
す。情報システムがビジネスのライフラインとなった現在、お客様が本来
のビジネスに専念できるよう広範なアウトソーシングサービスを提供して
います。
ブロードバンド完全対応の東京大手町インターネットデータセンター

（OｉＤＣ）、基幹系システムの万全な運用をメインに行う横浜コン
ピュータセンター、災害などの緊急時対応の拠点としてお客様
の情報システムのバックアップを行う神戸コンピュータセンタ
ー。この３つの拠点のそれぞれの特色を生かしながら、一体的な
運用サービスを行うのが他に類を見ないハイレベルな当社のデ
ータセンターサービスです。

■ 当期の取り組みと成果

東京大手町ｉＤＣは、国内

外9社のキャリアの引き込

みも完了し、ブロードバンド

時代における顧客のｅ-ビジ

ネス展開を強力にサポート

する体制を整備しました。

付加価値のより高いＭＳＰ

(Management Service

Provider：総合的な運用・

監視サービスの提供者）サービスに注力するとともに国内最大手ＩＳ

Ｐ（Internet Service Provider：インターネットインフラの提供

者）、米国最大手キャリア系ＩＳＰに加え、伊藤忠商事（株）や伊藤忠

テクノサイエンス（株）をはじめとする伊藤忠グループとのアライア

ンス強化やマーケティング専任チームの新設等により、営業力とサ

ービスメニューを拡充し、顧客拡大を積極的に推進してきました。

なお、2001年5月には、これらの3センターが提供する「CRC

Managed Data Center Services」のサービスレベルについて、

米国サンマイクロ・システムズ社より監査・評価を受け、サービス品

質認定プログラム「Ｓun ToneTM」を日本での第1号として付与・認

定されました。

ネットワーク関連ビジネスでは、顧客企業のシステム構築だけでな

く、当社独自のISP/ASPサービス『ＢＸＮ』（Ｂusiness eXchange

Network）等を展開し、セキュリティビジネスでは、米国Argus社の

「ＴrustedOS/PitBull」をソリューションの核とした営業、サポート

拡充に着手しました。グループ企業との連携面では、コンピュ

ータシステムの運用･管理業務をコアビジネスとして展開して

いる（株）ＣＲＣシステムズや高機能データセンタービルの施設

管理を担う（株）ＩＴファシリティ・マネジメントが24時間365

日体制の運営業務を行うことでグループの総合力を発揮して

います。（株）ＣＲＣシステムズでは、このほか

統合再編で業務量が増大した金融機関の事

務センターや、ｉＤＣ、顧客の情報システムセン

ター等への運用技術者派遣体制の充実を図

りました。衛星通信関連においては、ＪＳＡＴ

衛星8機の管制サポートが順調に推移し、加

えてＢＳＡＴ衛星および東経110度ＣＳデジタ

ル放送の映像監視をはじめとした業務および

通信衛星管制業務への技術者派遣が開始さ

れ、業容は引き続き拡大しています。

以上のよう

な施策を実施した結果、景況悪化や

競争激化による受注価格下落等の影

響や東京大手町ｉＤＣの顧客獲得に計

画より遅れがみられるものの、流通・

リーテイル分野等におけるシステム

運用業務が着実に増加したことなど

により、情報処理サービスの売上高

は23,238百万円（前期比11.8％

増）となりました。
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情報処理サービス

大手町インターネットデータセンター（OiDC）、横浜コンピュータセンター（YCC）、
神戸コンピュータセンター(KCC)が提供するハイレベルなデータセンターソリュー
ションサービス／イメージ図

■ 売上高の推移
（百万円）

CRC Managed 
Data Center 
Services
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■ 事業概要
気象分野、バイオインフォマティクス分野、CRO分野に

注力するCRCのサイエンスソリューション。高度な専門性
とITを融合し、お客様の専門深化したニーズに的確にお応
えしています。

■ 当期の取り組みと成果

科学・工学系分野のソフトウェア開発・解析・販売

を行っています。製造業や土木・建設業における景況

低迷により伸び悩み、

特殊法人の整理統合に

よる受注への影響も出

ています。このため、

当期末に当該分野の一

部不採算事業の抜本的

見直しを行い、縮小・

撤退分野を決定し、大

幅な組織再編を実施しました。一方、風況予測、花

粉飛散情報、気象衛星データベース作成など気象関

連業務、臨床開発分野のＣＲＯ業務、ゲノム創薬開発

のためのバイオインフォマティクスセンター運営な

ど新たに成長が期待できる分野への注力により、効

率経営を進め高収益体質への転換を図っていきま

す。以上により、科学・

工学系情報サービスの

売上高は、7,627百万

円（前期比8.8％減）と

なりました。

システム販売

科学・工学系情報サービス

■ 事業概要
流通・小売り・金融そして新たに製造業も視野に入れ、お客様の基幹系システ

ムを開発。また、最先端のネットワーク技術を駆使したネットワークシステム構築
を行っています。お客様の経営戦略から、情報化戦略立案、情報／ネットワークシ
ステム構築から運営まで、ビジネスのIT化を強力に支援します。

■ 当期の取り組みと成果

流通・リーテイル・金融の各分野およびネットワーク関連のシステム構築

に主力をおいて事業を展開し、特に総合商社、大手食品卸会社、コンビニ

エンスストア等の顧客企業における大型基幹システム再構築が順調に増

加しました。ＥＲＰシステムでは、ＳＡＰジャパン社のパートナーとして、当

社のノウハウを生かしたシステム構築関連

ビジネスを展開してきました。また、各種

のビジネス系情報システム開発、企業間業

務提携のためのシステム統合やインターネ

ット利用の急拡大に伴うＪＡＶＡ、ＸＭＬ等イ

ンターネット関連新技術を活用したＷｅｂベ

ースのシステム構築等にも注力しています。

以上により、ソフトウェア開発の売上高

は13,793百万円（前期比24.5％増）と大

幅に増加しました。
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■ 売上高の推移
（百万円）
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■ 売上高の推移
（百万円）

■ 当期の取り組みと成果

ＷＳ、ＰＣやネットワーク機器などハード

ウェアシステム販売では、一部でソフトウェ

ア開発受注に伴う専用機器やサーバーの販

売、ＣＴＩなどのネットワーク関連システム

構築に伴う機器販売があったものの、シス

テム販売の売上高は4,628百万円（前期比

4.6％減）となりました。

ソフトウェア開発

■ 売上高の推移
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花粉飛散情報提供サービス「PPnet」
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●連結貸借対照表 （単位：百万円）

科　　目 当期 前期

（資産の部）
流動資産 14,006 13,214
現金及び預金 3,553 2,097
受取手形及び売掛金 7,178 7,922
有価証券 26 ―
たな卸資産 2,064 2,085
繰延税金資産 664 679
その他 570 502
貸倒引当金 △ 50 △ 72

固定資産 11,618 13,289
有形固定資産 4,755 4,530
建物及び構築物 2,493 2,313
機械及び装置 49 49
土地 2,097 2,105
その他 116 61
無形固定資産 772 740
営業権 264 197
その他 507 542
投資その他の資産 6,090 8,019
投資有価証券 3,645 5,466
長期差入保証金 1,843 1,868
繰延税金資産 384 411
その他 258 275
貸倒引当金 △ 41 △ 3

資産合計 25,625 26,503
（負債の部）
流動負債 9,140 9,165
支払手形及び買掛金 4,388 4,057
短期借入金 205 313
未払法人税等 1,003 1,045
賞与引当金 1,567 1,590
その他 1,975 2,159

固定負債 3,766 4,879
長期借入金 1,150 1,355
繰延税金負債 164 1,153
退職給付引当金 2,173 2,126
役員退職慰労引当金 224 232
その他 54 11

負債合計 12,907 14,045
（少数株主持分）
少数株主持分 299 263
（資本の部）
資本金 1,907 1,907
資本準備金 2,693 2,693
連結剰余金 6,563 5,066
その他有価証券評価差額金 1,250 2,546
為替換算調整勘定 2 △ 18
自己株式 △0 △0
資本合計 12,418 12,194
負債、少数株主持分及び資本合計 25,625 26,503
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決算のご報告（連結）

■　資産・負債・資本の状況

当期の総資産は、25,625百万円(前期比3.3％減)となりま

した。金融商品の時価会計により資本直入処理しているその他

有価証券評価差額金が減少したことなどによるものです。

流動資産は、14,006百万円(前期比6.0％増)となりました。

現金及び預金が前期比69.4％と大幅に伸びたものの、受取手

形及び売掛金が減少したことにより、増加額は微増にとどまり

ました。

固定資産は、投資有価証券が時価会計処理により3,645百

万円(前期比33.3％減)と大幅に減少したことから、11,618

百万円(前期比12.6％減)となりました。

株主資本は、12,418百万円（前期比1.8％増）となりました。

■ 総資産・株主資本・
株主資本比率の推移

■ 流動比率・固定比率の推移

（百万円） （％）（％）

2002年3月31日現在 2001年3月31日現在

■ 総資産　■ 株主資本　■ 株主資本比率 ■ 流動比率　■ 固定比率
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（単位：百万円）

科　　目 当期 前期
2001年4月1日～ 2000年4月1日～
2002年3月31日 2001年3月31日

売上高 50,250 46,122
売上原価　 40,985 38,135
売上総利益 9,264 7,987
販売費及び一般管理費 5,785 5,335
販売費 3,249 3,078
一般管理費 2,535 2,257
営業利益 3,479 2,651
営業外収益 121 192
受取利息 2 4
受取配当金 15 15
有価証券賃貸収入 ― 61
持分法による投資利益 9 21
その他 94 90

営業外費用 27 35
支払利息 24 17
その他 3 18
経常利益 3,573 2,808
特別利益 44 636
固定資産売却益 0 29
投資有価証券売却益 42 332
施設利用会員権売却益 1 ―
退職給付会計基準変更時差異処理額 ― 274

特別損失 261 736
固定資産除売却損 62 61
リース契約解約損 7 239
投資有価証券評価損 32 110
施設利用会員権評価損 39 43
関係会社株式売却損 21 74
割増退職金 95 ―
退職給付会計基準変更時差異処理額 ― 158
その他 3 48
税金等調整前当期純利益 3,356 2,708
法人税、住民税及び事業税 1,487 1,338
法人税等調整額 △ 9 △ 145
少数株主利益 54 37
当期純利益 1,823 1,478

（単位：百万円）

科　　目 当期 前期
2001年4月1日～ 2000年4月1日～
2002年3月31日 2001年3月31日

連結剰余金期首残高 5,066 3,816 
連結剰余金減少高 326 229 
配当金 262 175 
役員賞与 63 53 
（うち監査役賞与） (4) (2)

当期純利益 1,823 1,478 
連結剰余金期末残高 6,563 5,066 
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●連結損益計算書

●連結剰余金計算書

■　損益の状況

当期における連結売上高は50,250百万円（前期比8.9％

増）、連結経常利益は3,573百万円（前期比27.2％増）と増

収増益となりました。売上高経常利益率は、前期の6.1％か

ら7.1％と1ポイント向上しました。

科学・工学系分野における製造業関連の低迷などがあった

ものの、ソフトウェア開発の売上増および各プロジェクトが効

率的に実行できたことなどが貢献し、利益を確保することが

できました。

特別損失としては、科学・工学系事業の再編関連費用、施

設利用会員権評価損、およびその他投資有価証券の評価損な

どにより、261百万円を計上しました。一方、特別利益とし

て保有株式の売却益を含め44百万円を計上、その結果、当

期純利益は1,823百万円（前期比23.3％増）となりました。

■ 営業利益率・経常利益率
当期純利益率の推移

■ ROA・ROEの推移

（％） （％）

■ 営業利益率　■ 経常利益率
■ 当期純利益率　

■ ROA（総資産当期純利益率）
■ ROE（株主資本当期純利益率）
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（単位：百万円）

科　　目 当期 前期
2001年4月1日～ 2000年4月1日～
2002年3月31日 2001年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,543 101
税金等調整前当期純利益 3,356 2,708
減価償却費 434 395
固定資産除売却損 62 61
固定資産売却益 △0 △ 29
関係会社株式売却損 21 74
投資有価証券評価損 32 110
投資有価証券売却益 △ 42 △ 332
施設利用会員権評価損 39 43
施設利用会員権売却益 △ 1 ―
持分法による投資利益 △ 9 △ 21
退職給付会計基準変更時差異処理額 ― △ 115
リース契約解約損 7 239
受取利息及び配当金 △ 17 △ 19
支払利息 24 17
売上債権の減少額（△増加額） 718 △ 1,505
たな卸資産の減少額（△増加額） 20 △ 362
仕入債務の増加額 331 1,112
その他 101 △ 277

小　　計 5,078 2,099
利息及び配当金の受取額 18 20
利息の支払額 △ 24 △ 15
法人税等の支払額 △ 1,529 △ 2,002

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,470 △ 2,006
有形固定資産の取得による支出 △ 451 △ 979
固定資産の売却による収入 8 40
営業権の取得による支出 △ 82 ―
ソフトウェアの取得による支出 △ 155 △ 259
投資有価証券の取得による支出 △ 932 △ 92
投資有価証券の売却による収入 143 374
関係会社株式の売却による収入 0 12
連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 ― △ 102
長期差入保証金支払いによる支出 ― △ 1,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 579 1,210
短期借入金の純増（△減）額 △ 200 19
長期借入れによる収入 ― 1,500
長期借入金の返済による支出 △ 113 △ 141
少数株主の株式払い込みによる収入 ― 6
配当金の支払額 △ 261 △ 174
少数株主への配当金支払額 △ 5 △ 3
自己株式取引による収入 0 3

現金及び現金同等物に係る換算差額 21 16
現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 1,515 △ 678
現金及び現金同等物の期首残高 2,097 2,726
新規連結に伴う現金及び現金同等物の期首残高 ― 50
連結除外に伴う現金及び現金同等物の期首残高 △ 32 ―
現金及び現金同等物の期末残高 3,579 2,097

-3,000

-2,000

-1,000
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1,000

2,000

3,000

4,000
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決算のご報告（連結）

●連結キャッシュ・フロー計算書

■　キャッシュ・フローの状況

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、前期比3,442百

万円と大幅な改善を達成し、3,543百万円の資金流入となりまし

た。これは税金等調整前当期純利益額が前期比で647百万円増

加したことや売上高が前期比8.9％増加した一方で、売掛金回収

率が前期比2.3％向上し、売上債権の減少額（回収額）が前期比

2,223百万円増加したこと等によるものです。

また、投資活動によるキャッシュ・フローについては、前期はデ

ータセンター事業への設備投資ならびに長期差入保証金等による

資金流出が1,979百万円ありました。当期は引続きデータセンタ

ー事業への設備投資を451百万円行うとともに、ＮＡｉＳおよびＩＳ

Ｓとの資本提携、ならびにインターネット関連事業会社等への出

資により投資合計で932百万円の資金流出があったため、前期比

536百万円減少し、1,470百万円の資金流出となりました。

この結果、営業活動によるキャッシュ・フローおよび投資活動に

よるキャッシュ・フローを合わせたフリーキャッシュ・フローは、前

期比3,978百万円の改善ができ、2,072百万円の資金流入とな

りました。

■ 連結キャッシュ・フロー

（百万円）

■ 営業活動によるキャッシュ・フロー
■ 投資活動によるキャッシュ・フロー
■ 財務活動によるキャッシュ・フロー
■ 現金および現金同等物期末残高
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（単位：百万円）

当期 前期

当期未処分利益 1,529 1,360 
任意積立金取崩額 42 41 
圧縮記帳積立金取崩額 2 2 
プログラム等準備金取崩額 39 38 

合　　　計 1,571 1,402 
これを次のとおり処分いたしました。
利益処分額 1,195 1,034 
利益準備金 ー 21 
配当金 262 175 

（1株につき15円） （1株につき10円）
役員賞与金 40 40 
（うち監査役賞与金） (2) (2)
任意積立金 892 797 
プログラム等準備金 32 37 
別途積立金 860 760 

次期繰越利益 376 367 

（単位：百万円）

当期 前期
2001年4月1日～ 2000年4月1日～
2002年3月31日 2001年3月31日

売上高 42,826 39,011 
売上原価 36,147 33,281 
売上総利益 6,679 5,730
販売費及び一般管理費 4,452 4,071 
営業利益 2,226 1,659 
営業外収益 214 205 
営業外費用 27 34 
経常利益 2,413 1,829 
特別利益 44 609 
特別損失 253 569 
税引前当期純利益 2,203 1,869 
法人税、住民税及び事業税 948 776
法人税等調整額 5 28
当期純利益 1,249 1,064 
前期繰越利益 367 392
中間配当額 87 87
中間配当に伴う利益準備金積立額 ー 8
当期末処分利益 1,529 1,360

（単位：百万円）

当期 前期

（資産の部）
流動資産 11,698 10,386
固定資産 10,756 12,390
有形固定資産 4,004 3,802
無形固定資産 581 554
投資その他の資産 6,169 8,033

資産合計 22,454 22,776
（負債の部）
流動負債 8,943 7,823
固定負債 2,898 3,990
負債合計 11,841 11,813
（資本の部）
資本金 1,907 1,907
資本準備金 2,693 2,693
利益準備金 233 212
その他の剰余金 4,527 3,602
その他有価証券評価差額金 1,250 2,546
自己株式 △0 ー
資本合計 10,613 10,962
負債資本合計 22,454 22,776

●損益計算書

●利益処分

■　今後、対処すべき課題

当社グループは、技術革新が著しいインターネットをはじめとし

たネットワーク関連情報技術を駆使し、顧客の立場にたったソリュ

ーションの提供を経営の基本方針としています。

情報処理サービスについては、データセンター事業を中核に、

顧客のｅ-ビジネスから基幹系システムの運用まで、一貫したビジ

ネスの展開を図り、ソフトウェア開発については、戦略的な先行投

資や有力パートナーとのアライアンスを積極的に推進し、経営資

源をこれらの分野に集中させて事業の強化･拡大を図っていきま

す。あわせて科学・工学系分野の一部不採算事業の抜本的見直し

を行い、効率経営を進めています。なお、さらなる企業価値向上を

図るため、ＲＯＡ（総資産当期純利益率）、ＲＯＥ（株主資本当期純利

益率）および売上高経常利益率を重視し、その向上を目指します。

当社では、コーポレートガバナンスの強化を図るため、取締役会

の改革を行い、取締役会を「戦略決定」と「経営監督機関」と位置付

け、少数体制で迅速な意思決定が行える体制にしました。同時に

執行役員制度を導入し、「経営の監督」と「業務の執行」に機能を分

離することで、経営環境の変化に対応できる体制にしました。

●貸借対照表

●次期の業績予想
連　結 個　別

売上高 53,500 45,500
経常利益 4,000 2,800
当期純利益 2,200 1,500

（百万円）

2002年3月31日現在 2001年3月31日現在科　　　目

科　　　目

科　　　目

（注）2001年11月28日に1株につき5円の中間配当を実施しております。

個別財務諸表



ブロードバンド

情報サービスの“いま”がわかる

ブロードバンドの普及は、人々が本当に利

用したいと思うコンテンツ（内容）が揃うかど

うかにかかっています。最も期待されるのは

双方向のサービスです。たとえば、映画や音

楽のアーカイブ（1つのファイルを圧縮したり、

複数のファイルを集合／圧縮して格納された

ファイル）の中から欲しいものだけを取り出

せる仕組みづくりが求められています。

一方、コンサートの生中継の配信などでは

同時性が強く求められています。また、有料

でコンテンツを配信するときには品質の維持

も大切です。ブロードバンドの普及には、こ

のような点に対応した技術やシステムが登場

して、大容量のコンテンツを高品質かつ効率

よく配信できるようにすることが不可欠です。

「ストリーミング」は、映像や音声をインタ

ーネットで送れるようにデジタルデータに変

換し、品質を損なわない程度に圧縮して配信

する技術です。データは小さなパケ

ットに分割して配信されるため、利

用者側はそのパケットを受信しなが

ら再生でき、全データのダウンロー

ドを待たずに再生が始められます。

■　用語解説
・ブロードバンドとは何か
最近、ブロードバンドという言葉をよく耳にします。ブロードバンドは、そ

のまま訳せば「広帯域」となります。たとえば電波の場合、ラジオが1局当た
り200キロヘルツなのに対し、テレビだと6メガヘルツ（メガは100万）と
30倍の周波数の幅（帯域）を持っています。テレビが多くの情報を送れる秘
密はここにあります。
インターネット通信の場合、ブロードバンドとは高速・大容量のデータを送

れる通信回線を指します。ブロードバンドと呼ばれるインターネット接続サー
ビスは、高速・常時接続・定額制を特徴としており、ADSL（非対称デジタル
加入者線：既存の電話回線を利用）、CATV（ケーブルテレビ）、FTTH（Fiber
To The Home：光ファィバーケーブル網を利用）、無線インターネットの4種
類があります。
これらは帯域ではなくデジタル信号を送る速度、ビットレートという単位

が一般に使われています。現在、広く使われる統合デジタル通信網である
ISDNは、毎秒64キロビットです。
2000年11月に政府のIT戦略会議（出井伸之議長）が発表した「IT基本戦

略」によれば、「5年以内に超高速アクセス（目安として30～100メガビット／
秒）が可能な世界最高水準のインターネット網の整備を促進し、必要とするす
べての国民がこれを低廉な料金で利用できるようにする」としています。

☆
一頃、「マルチメディア」という言葉が盛んに使われました。「マルチメディア」

は一般の消費者を強く意識したものであるのに対し、「ブロードバンド」は企
業が使っている社内用通信網（LAN）を進化させたものと考えた方が分かり
やすいかもしれません。LANでは、100メガビットが普通であり、すでに企
業内の普及率はかなり高いといわれています。ただし、企業外との接続に問
題がないわけではありません。外部との接続線が依然数メガビットであるた
め、外とのやりとりのネックになっているのです。
当社が持つデータセンター（企業に代わってサーバーなどの管理を代行

する）を介して外部とやりとりすれば、ひとつの改善策となり、BtoB（企業間
取引）などインターネットを活用した新しいサービスの支援につながります。

ブロードバンド時代と

CRCソリューションズの

可能性
ブロードバンド

●9●

整然と最先端サーバーが収
められたサーバーエリア

CRC大手町インターネットデータセンター
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大容量のコンテンツがインターネット上で

やり取りされるようになると、ISP（Internet

Service Provider：インターネットインフラ

の提供者）の基幹部分への負荷が大きくなり

ます。アクセスポイントから利用者まではブ

ロードバンドで高速でも、その手前の基幹部

分が混雑していては、コンテンツの配信は遅

くなってしまいます。その解決策のひとつで

ある「CDN（Contents Delivery Network：

コンテンツの供給者）」は、本体のサイトと

同一の内容の補助サーバーをネットワーク

上に分散させておき、利用者から伝送速度

的に最も近いサーバーからコンテンツを配

信します。これにより利用者は、ISPの基幹

部分などの混雑地帯を経由しないでコンテ

ンツにアクセスすることができます。

企業内／企業間の情報交換も
ブロードバンドで

企業内や企業間の情報交換にもブロード

バンドのインフラと技術が生かされます。た

とえば、企業内では、設計部門と工場の間で

設計図など大量のCADデータをオンライン

でやり取りし、情報を共有します。また、年頭

のトップの言葉を動画で社員1人ひとりのパ

ソコンに流すということも、実現可能になっ

てきます。

B to B（企業間）やB to C（対消費者向け）

のEC（電子商取引）システムも、双方向に大

容量のデータが交換できるブロードバンド

を利用することでより一層盛んになってきま

す。インターネット経由でアプリケーション

を提供するASP（アプリケーションサービス

プロバイダー：ネットを通じたソフトの供給

者）サービスも、ブロードバンドによって今

よりももっとサービスが充実するといわれて

います。

ブロードバンドは、専用線を引くことがで

きる大手企業だけのものだった高速ネットワ

ークを、中小企業でも手に入れることを可

能にしたといえそうです。

ブロードバンド時代の心臓部
3つのデータセンターの一体運用で
質の高いサービスを提供

ブロードバンドの普及により、さま

ざまなビジネスニーズが登場しそう

です。大手町（東京都）、横浜（神奈川

県）、神戸（兵庫県）に配置された当社

の3つのデータセンターは、今後、一

体的な運用の中でブロードバンド時

代をサポートする情報の心臓部の役

割を担います。

まず、大手町インターネットデータ

センターは、複数のIX（インターネッ

ト相互接続点）の近くに位置しており、

ISPなど主要な通信キャリア9社の回線をす

でにセンター内に引き込んでいます。つまり、

キャリアニュートラル（通信事業者を限定せ

ず、お客様のニーズにあった最適な回線を自

由に選択できる環境）でコンテンツの配信が

できる、わが国で最もネットワーク環境の整

ったセンターなのです。

一方、高度情報社会は、万一の人災や天

災に対する備えも欠かせません。横浜と神

戸のデータセンターは、コンピュータ専用ビ

ルという特徴を持ち、万全のセキュリティ機

能を完備し、神戸のデータセンターはディザ

スターリカバリーセンターとして、情報のバ

ックアップ機能を果たします。

CRCソリューションズは、コンテンツビジ

ネスに参入する企業が必要とするサービス

や技術を選定し、ネットワーク、機器、技術、

運用サービスをワンストップでサポートでき

る態勢を完備、質の高いサービスを提供し

ております。

マネージド・セキュリティ・�
サービス�

マネージド・アプライアンス・�
サービス�

マネージド・ロードバランス・�
サービス�

ネットワーク＆�
システム構築支援サービス�

SLRサービス�

運用報告�

障害一次対応�

運用アウトソ－シング�

定期オペレーション�

トラフィック・レポート�

リソース・レポート�

サーバー監視�

アプリケーション監視�

ネットワーク監視�

アプリケーション・�
レスポンス・レポート�

コンサルティング・サービス�

システム・モニタリング�
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CRC大手町インターネットデータセンター

CRCが提供するブロードバンドフル対応のインターネットデータセンターサービス／
イメージ図

長年のデータセンター事業のノウハウを結集した充実のファシリティ
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■ 万一の人災・天災に備えて災害対応型の
データセンターソリューションサービスを開始

最高度のセキュリティレベルを誇るCRCの横浜コンピュータセンターと神

戸コンピュータセンター。当社では500キロの遠距離にある両センターの機

能を有機的に相互利用したDRC（Disaster Recovery Center）サービスを

提供しています。ビジネスのライフラインである情報システムが人災・天

災による障害発生により停止した場合、莫大な営業損失を招きます。

そのためプライマリサイト（横浜）で運用している情報システ

ムを、セカンダリサイト（神戸センター）で常にバックアッ

プすることにより、システム停止時に神戸センターの

システムに切り替え、支障なくお客様のビジネス継

続を支援するのがCRCのDRCサービスです。両

センターでは１ラックから数百坪まで、コンピ

ュータ機器の設置だけでなく、緊急時にお

客様の社員が仕事をされるオフィススペ

ースを含めて、最高度の設備と資源を提

供します。

■ 不正侵入や社内ハッキングを事前防御する
セキュリティソリューションサービスを開始

当社は、インターネットからの不正侵入や社内ハッキングをOSレベルで事

前防御する、米国Argus社製「TrustedOS／PitBull」に対応したTrustedOS

セキュリティソリューションサービスを提供しています。TrustedOSは、

1983年に米国国防総省が省内のコンピュータのセキュリティ確保を目的とし

て制定したコンピュータ規約TCSEC（Trusted Computer Systems

Evalution Criteria）に準拠した、高度なセキュリティ対策が施されたOS製品

です。TrustedOSを導入した場合、アプリケーションレベルからのセキュリテ

ィホールを利用したハッキングはほぼ１００％防ぐことができます。また、既存

のセキュリティソリューションで問題となっている多額の維持コストの大幅な

削減が可能です。CRCはマルチプラットホームでTrustedOSセキュリティソリ

ューションを提供できる国内唯一のベンダーです。

■ 期末配当を増配し、年間配当金を
1株当たり20円に

当社は、先に行われた定時株主総会において第44期の期末配当金を当初公

表していた1株当たり10円から5円増配し、期末配当金を15円とする決議を

行いました。これにより1株当たりの中間配当金5円と合わせると年間配当金

は1株当たり20円となり、前期の東証上場記念

配当金5円を加えた年間配当金15円をさ

らに5円上回ることになりました。

■ CRCのデータセンターサービスが
日本初の「Sun ToneTM」認定を取得

CRCが3拠点のデータセンターで展開する

「CRC Managed Data Center Services」

は、2001年5月、米国サン・マイクロシステム

ズ社がワールドワイドで展開するサービス品質

認定プログラム「Sun Tone TM」の認定を、日本

企業として初めて取得しました。認定取得にあ

たり、CRCソリューションズが提供するシステム

運用サービス、インターネット接続サービスおよ

びデータセンター設備のサービスレベル、セキュリティレベルとそれらの管理

体制について厳密な審査が行われました。長年のアウトソーシングベンダーと

しての実績とノウハウが、サンのグローバルかつ高い評価基準を満たしたと裏

付けられました。

有事に顧客のデータをバックアップする
完全な相互補完体制
CRC DRCサービス

神戸
コンピュータセンター

横浜
コンピュータセンター
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CRCグループの概要

■ CRCグループの状況

インターネットマーケティングおよびEC支援サービス分野での連携

システム開発・保守・運用　ITコンサルティング等での連携

システム開発等IT関連での連携

台湾におけるアウトソーシング事業

情報処理サービス等の委託

高機能データセンタービル等の管理委託

ヘルプデスク業務等の委託

事務所整備、総務サービス業務の委託、広告宣伝業務および関連制作物の委託

コンピュータおよび付帯機器の発注・コンピュータの保守委託

コンピュータ運用業務の委託・システム開発業務の一部委託

システム開発業務の一部委託

海外システムの開発・保守での連携

会　社　名 資本金 当社の 売上高 経常利益 当期利益 主な事業内容
持株比率 （前期比） （前期比） （前期比）

■ 重要な子会社の状況

株式会社CRCシステムズ

CRCテクニカル株式会社

株式会社CRCビジネスサービス

ファーストコンタクト株式会社

株式会社ITファシリティ・マネジメント

平成情報サービス株式会社

コンピュータ運用業務、衛星通信管制
業務、ソフトウェアの開発および販売

コンピュータ機器の販売、受託保守な
らびにシステム商品の開発・販売

事務所管理、資産管理等管財・営繕業
務の受託、各種出版物の製作・販売

ヘルプデスクサービス、IT研修の企画
立案・実施

アウトソーシングサービス、高機能ビ
ル管理業務サービス

コンピュータシステムによる情報処理

（株）CRCシステムズ

CRCテクニカル（株）

（株）CRCビジネスサービス

ファーストコンタクト（株）

（株）ITファシリティ・マネジメント

平成情報サービス（株）

200 100%

100 100%

30 100%

50 100%

30 80%

50 70%

7,832 662 368
(11.8%増) (1.7%増) (40.2%増)

3,025 142 80
(2.2%減) (19.5%増) (10.0%増)

647 46 27
(3.3%増) (0.3%増) (8.4%減)

384 18 9
(6.4%増) (37.6%減) (42.0%減)

1,541 146 83
(ー) (ー) (ー)

863 208 114
(7.0%減) (8.1%増) (8.2%増)

（単位：百万円）

アサヒビジネスソリューションズ（株）

マイボイスコム（株）

（株）アイ・エイチ・アイシステムズ

世紀智能軟件有限公司（中国）

CISD (ASIA) CO., LIMITED（香港）

連
結
子
会
社

持
分
法
適
用
会
社

（
株
）Ｃ
Ｒ
Ｃ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ

（注）株式会社ITファシリティ・マネジメントは、2000年7月設立のため、前期比は省略しております。
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役　　職　　名 氏　　　　名

取 締 役 会 長 北　畠　光　弘
代表取締役社長(社長執行役員) 杉　山　尋　美
代 表 取 締 役(専務執行役員) 小　菅　和　夫
取 　 締 役(常務執行役員) 諏訪木　義　之
取 　 締 役(常務執行役員) 夏 目 浩　昭
取 　 締 役(常務執行役員) 岡　部　博　行
取 　 締 役(常務執行役員) 海　野　美　久
取 　 締 役(執行役員) 能　勢　八　紘
取 　 締 役(社外取締役) 中　川　雅　博

常 勤 監 査 役(社外監査役) 野　口　和　也
常 勤 監 査 役 牧　村　征　夫
非常勤監査役(社外監査役) 柴　田　　　寛
非常勤監査役(社外監査役) 森　本　保　志

常務執行役員 鎌　田　　　稔
執 行 役 員 池　田　道　久
執 行 役 員 太　田　繁　次
執 行 役 員 石　井　建　治
執 行 役 員 小　林　武　司
執 行 役 員 大　西　恭　二
執 行 役 員 人　見　幸　雄
執 行 役 員 大　原　章　生
執 行 役 員 宇於崎　進一郎

（注1）海野美久氏は2002年6月26日就任の予定です。

（注2）＊印は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第1項に定める

社外監査役です。

●商　　号 株式会社CRCソリューションズ
●本　　社 東京都江東区南砂二丁目7番5号
●設立年月日 1958年11月13日
●事業内容 情報処理サービス・ソフトウェア開発

システム販売・科学・工学系情報サービス その他
●資 本 金 1,907,750,000円
●従業員数 995名（2002年3月31日現在）

1,898名（CRCグループ）

本　　社
〒136-8581 東京都江東区南砂2-7-5
TEL.案内（03）5634-5600

青山オフィス
〒107-0061 東京都港区北青山2-5-1 伊藤忠ビル
TEL.（03）3497-4723（代） FAX.（03）3497-4748

関西支社
〒541-0056 大阪市中央区久太郎町4-1-3 伊藤忠ビル
TEL.（06）6241-4110（代） FAX.（06）6241-4253

大手町インターネットデータセンター
東京都千代田区
TEL.（03）3270-3791（代） FAX.（03）3270-3815

横浜コンピュータセンター
横浜市都筑区
TEL.（045）942-0471（代） FAX.（045）945-1700

神戸コンピュータセンター
神戸市北区
TEL.（078）953-0002（代） FAX.（078）953-0005

名古屋事業所
〒460-0003 名古屋市中区錦1-5-11 名古屋伊藤忠ビル
TEL.（052）203-2841（代） FAX.（052）211-4149

東北事業所
〒980-0803 仙台市青葉区国分町1-2-1 仙台フコク生命ビル
TEL.（022）267-4606（代） FAX.（022）266-0781

和歌山事業所
〒640-8355 和歌山市北ノ新地1-25 富士火災和歌山ビル
TEL.（073）433-6119（代） FAX.（073）433-7145

佐賀事業所
〒840-0801 佐賀市駅南本町3-15 安田生命佐賀ビル
TEL.（0952）40-0020（代） FAX.（0952）40-0030

熊本事業所
〒860-0844 熊本市水道町8-6 朝日生命熊本ビル
TEL.（096）351-6133（代） FAX.（096）351-6135

ロンドン事務所
The International Press Centre
76 Shoe Lane London EC4A 3JB U.K.
TEL.（44）207-827-0878 FAX.（44）207-827-0717

■ 役員一覧（2002年6月20日現在）

■ 事業所一覧（2002年6月20日現在）

会社概要

＊

＊
＊
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当社への出資状況 当社の大株主への出資状況
株　主　名

持株数（持株比率） 持株数（持株比率）

伊藤忠商事株式会社 4,185,600株（23.87）％ ―株 （―）％

伊藤忠テクノサイエンス株式会社 2,130,200株（12.15）％ 372,150株（0.6）％

富士通株式会社 970,000株（5.53）％ 20,000株（0.0）％

株式会社西友 847,000株（4.83）％ ―株 （―）％

みずほ信託退職給付信託第一勧業銀行口
714,000株（4.07）％ ―株 （―）％

再信託受託者資産管理サービス信託

古河電気工業株式会社 687,000株（3.91）％ ―株 （―）％

株式会社第一勧銀情報システム 544,500株（3.10）％ ―株 （―）％

CRC従業員持株会 428,301株（2.44）％ ―株 （―）％

シーエムビーアイルランド
スペシャル ジャスディック 425,500株（2.42）％ ―株 （―）％
レンディング アカウント

川崎製鉄株式会社 343,000株（1.95）％ ―株 （―）％

■ 株式の状況

会社が発行する株式の総数 48,400,000株

発行済株式の総数 17,530,000株

株主数 3,101名

2000年�
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2001年�
1月�

�
2月�

�
3月�

�
4月�

�
5月�

�
6月�

�
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�
9月�

�
10月�

�
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�
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2002年�
1月�

�
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�
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0

250
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出来高（千株）�

0

400

800

1,200

1,600

2,000
株価（円）�

株式情報

■ 大株主 (2002年3月31日現在)

■ 所有者別株式分布状況

■ 株価および出来高の推移

株式数 （株式数17，530，000株）
■ 個人・その他 3，618，800株 20.64％
■ 金融機関 1，471，500株 8.40％
■ その他国内法人11，118，000株 63.42％
■ 外国人 1，142，649株 6.52％
■ 証券会社 179，000株 1.02％
■ 自己名義株式 51株 0.00％

株主数 （株主数3，101名）
■ 個人・その他 2，961名 95.49％
■ 金融機関 19名 0.61％
■ その他国内法人 79名 2.55％
■ 外国人 17名 0.55％
■ 証券会社 24名 0.77％
■ 自己名義株式 1名 0.03％



決 　 　 算 　 　 期 3月31日

配当金受領株主確定 3月31日および

中間配当の支払いを行うときは9月30日

定 時 株 主 総 会 6月中

名 義 書 換 代 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目5番1号　

みずほ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所 東京都千代田区丸の内一丁目5番1号　

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

（お問合せ先） 〒135-8722 東京都江東区佐賀一丁目17番7号

みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

電話　03（3642）4004（大代表）

同 　 取 　 次 　 所 みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほアセット信託銀行株式会社　

本店および全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　

本店および全国各支店

1 単元の株式の数 100株

単 元 未 満 株 式 の 上記名義書換代理人がお取り扱いいたします。

買取請求取扱場所

公 告 掲 載 新 聞 東京都内において発行される日本経済新聞

貸借対照表および損益計算書掲載のホームページアドレス

http://www.crc.co.jp/koho/ir-koukoku.html

■ 株主メモ

本社 〒136-8581
東京都江東区南砂2-7-5
TEL.03-5634-5684（広報室）

URL http://www.crc.co.jp/
e-mail: press@crc.co.jp


